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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 4 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　定員適正化計画に基づき、多様化・高度化・複雑化する行政ニーズに的確に対応できる、簡素で効率
的な行政組織の構築を目指し、職員数の適正化を図る。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 人事管理事務 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系総務部　職員課　人事係

事業費合計（A) 153,885 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

定員適正化計画に基づく職員増減数
（4月1日時点での前年比）

人 ▲17
（実績）

▲14

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員及び採用試験受験者

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　１　職員採用資格試験の実施による計画的な人材確保（２，３０５千円）
　　　(1)　平成29年度採用の職員採用資格試験の実施（役務費、委託料：2,057千円）
　　　　　　職員定員適正化計画を踏まえ、適正配置の観点から採用数を決定し、受験者募集及び
　　　　　　各種試験（第１次～３次試験）を実施する。
【新】(２)　職員募集情報発信（委託料：108千円）
　　　　　　技術系の受験者数を増加させるため、電子メールによる採用情報の提供を実施する。
　　　(３)　育児休業代替任期付職員登録試験の実施（委託料：140千円）
　　　　　　職員の仕事と育児の両立支援及び業務の執行体制維持のため、育児休業代替任期付
　　　　　　職員登録試験を実施する。

　　　２　多様な任用形態の職員活用（１２２，５３０千円）
　　　　　行政の組織力及び市民サービスの低下を伴わない形で組織のスリム化・効率化を進めるた
　　　　め、多様な任用形態の職員の効率的な採用と配置を行う。
　　　　（任用形態：再任用短時間勤務職員、臨時職員、非常勤職員）
　　　 (1)　臨時職員の賃金等（41,144千円、予定：225月分）
　　　　　　職員の病気休暇や育児（産前・産後を含む）休業、繁忙等への対応
　　　　　  ※各部局における、経常的補助や、一時的緊急業務への対応に要する任用は除く。
　　　 (2)　非常勤事務嘱託員の報酬等（81,386千円、468月、39名分）
　　　　　　一定の知識、経験等に基づいて処理する必要がある経常的な事務事業への対応
　　　　　  ※各部局における、高度な専門知識を有する非常勤特別職の任用は除く。

　　  【参考】

　
　
　　　　　　※第２次定員適正化計画の検証を踏まえ、第３次定員適正化計画（平成28年度～平成32
　　　　　　　 年度）を策定する。

-

　効率的な行政経営を実現するため、引き続き定員の適正化を推進し、人的資源の最適化とともに計画
的な人材の確保に努める。

153,342 千円 137,330 千円

千円

135,643 千円

543 千円

千円

136,194 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

（目標値）

千円

地方債

その他 千円544 千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

551 千円

千円

137,874 千円

財
源
内
訳

一般財源

第２次定員適正化計画（平成23年度～平成27年度） （単位：人）

H23 H24 H25 H26 H27 増減塁計

実績 1,322 1,328 1,314 1,297 1,283

対前年度増減 － 6 ▲ 14 ▲ 17 ▲ 14 ▲39

※各年4月1日の数値
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 5 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　研修効果については、受講職員に対するアンケートの実施や所属課に対して研修受講による行動・
意識の変化等を調査するなど、研修実施に伴う有用性・有効性の把握に努めているものの、職員が実
際に習得した度合（習熟度）を数値化することは困難な状況となっている。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 職員研修事務 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系総務部　職員課　人事係

事業費合計（A) 10,743 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

市主催による特別研修受講人数
（※人事評価制度研修を除く）

人 664 690

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　１　課程研修（１,２１９千円）　※人材育成の基本となる階層別研修
　　　　　職責に応じた能力を身に付けるため、経験年数や職位ごとに研修を実施する。
　　　　(1)　市主催研修（報償費・旅費：154千円）
　　　　(2)　派遣研修（旅費：1,065千円）
　　　　　広島県自治総合研修センターの課程研修を受講させる。
　　　２　特別研修（８,５２３千円）　※実行力を高めるテーマ別研修
　　　　(1)　市主催研修（報償費・委託料：4,589千円）
　　　　　女性活躍推進の取組みとして育休サポートセミナーを実施するほか、人事評価制度の
　　　　　導入に対応した被評価者研修を実施するなど、職員のキャリア形成と能力開発を強化
　　　　　する。また、異業種交流研修やスマート仕事術研修など、幅広い視野とコスト感覚、スピ
　　　　　ード感を身に付ける研修を実施し、行政職員としての資
　　　　　質向上を推進する。
　　　　(2)　派遣研修（旅費・負担金：3,934千円）
　　　　　社会情勢の変化や市民ニーズの高度化及び複雑化に
　　　　対応する高度な事務処理や課題解決能力を養成する為、
　　　　各所属の要望を踏まえ、外部機関の研修に派遣する。
　　　３　人権研修（１３８千円）＜報償費・旅費・負担金＞
　　　　　人権男女共同参画課共催で、男女共同参画社会
　　　　づくりセミナーを開催するとともに、外部機関で行われる
　　　　様々な人権課題をテーマとした講座等を受講させる。
　　　４　所属研修（１５８千円）＜報償費・旅費・備品購入費＞
　　　　　所属内のコミュニケーションを活性化させ、情報共有を
　　　　図るため、所属研修の実施を促すとともに、研修に必要
　　　　な資料の提供を行う。
　　　５　自己啓発促進（６７８千円）＜旅費・補助金＞
　　　　　自主的な能力開発や政策課題研究といった、自らの
　　　　可能性を広げる意欲の高い職員を後押しし、職員全体
　　　　に刺激を与え、「自ら考え、行動し、成長する」職員、組
　　　　織へ変革するための支援を行う。

735

　職員の資質及び士気の向上並びに能力開発を図るとともに、職場組織の業務遂行能力の向上及び
組織活性化を図ることにより、市民生活の向上を図る。

9,407 千円 10,152 千円

千円

9,884 千円

1,336 千円

千円

11,113 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

（目標値）

千円

地方債

その他 千円1,445 千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

1,229 千円

千円

11,597 千円

財
源
内
訳

一般財源

＜主な研修等の一覧＞ 
・新規採用職員／フォローアップ 
・新任所属長研修 
・広島県自治総合研修センター 
 初任（前期／後期／保育士） 
  中堅Ⅰ～Ⅲ／監督職／ 
 管理職／任期付職員    等  

課
程
研
修
 

・広島県自治総合研修センター 
・市町村/国際文化アカデミー 
・自治大学校  ・海外研修 等   

（
派
遣
）
 

・【新】スマート仕事術研修 
・チューター養成講座 
・【新】キャリアステップアップ 
・【新】育休サポートセミナー 
・異業種交流研修 
・危機管理メディア対応 
・組織マネジメント強化 
・人事評価研修 
・接遇  ・メンタルヘルス   等  

特
別
研
修
（
市
主
催
）
 

・トライ ザ ライセンス支援 
・キャリアアップ視察研修 
・【新】自主学習ライブラリー  

自
己
啓
発
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

地方債

その他 千円1,416 千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

944 千円

千円

34,203 千円

財
源
内
訳

一般財源 35,033 千円

1,365

29年度

病気休暇者（連続7日以上取得
者）の人数

人

（目標値）

千円千円

86

千円

35,977 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

健康診断有所見者（肥満者）の割合 ％

97.1 100.0

22.3 20.0

職員健康診断・短期人間ドック受診率 ％

20.0

100.0

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　
　　　１　職場の安全衛生の確保（３,３２３千円）
　　　　(1)　産業医の設置（報酬：3,048千円）
　　　　     産業医2名（心療内科医・内科医）を委嘱し、定期的に健康相談（月2回）を実施する。
　　　　(2)　安全衛生委員会の運営
　　　　   　職場における公務災害・労働災害の防止や職員の健康確保と快適な職場環境形成を
　　　　　　 図るため、安全衛生委員会・給食調理員安全衛生部会を運営するとともに、職場内・
　　　　　　 施設内の安全点検を実施する。
　　　　(3)　安全衛生に関わる研修（報償費、旅費、負担金等：275千円）
　　　　   　産業医及び安全管理者・安全衛生推進者・衛生管理者の資質向上と養成を目的として、
　　　　　　 各種研修を実施する。
　
　　　２　職員の健康診断等の実施（２７,０９８千円）
　　　　(1)　健康診断の実施（委託料：7,696千円）
　　　　   　職員の健康保持・増進を図るため一般健康診断・特殊健康診断・VDT健康診断を実施
　　　　　　 する。
　　　　(2)　人間ドックの実施（負担金：19,402千円）
　　　　   　職員の短期人間ドック等の受診に係る事業主負担金を負担する。
　
　　　３　健康相談と健康保持増進事業（４１９千円）
　　　　　各年代や役職に応じたメンタルヘルス研修（管理職の
　　　　　ラインケア研修等）を実施する。また、産業カウンセラー
　　　　　による相談（毎月2回・2名体制）や職員の健康保持に
　　　　　かかる健康相談、健康づくり講座等を実施する。
　　　　　（旅費、報償費、需用費等）

【新】４　ストレスチェックの実施（１,７８２千円）
　　　　　メンタルヘルス不調の未然防止のためにストレスチェック
　　　　　と高ストレス者に対する面接指導を実施する。(委託料)
　
　　　５　職員互助会の運営（３,０００千円）
　　　　　職員互助会の運営に係る経費の一部に対して、事業主負担金を負担する。

　職場の安全衛生、職員の保健及び健康増進並びに福利厚生を計画的に実施し、職務の安定と能力
向上を図る。

目　的
（何のために）

28年度（目標）

所　属

３　コスト情報

ソフト事務事業名 職員福利厚生事業 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系総務部　職員課　給与厚生係

事業費合計（A) 31,810 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 6 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　職員の健康診断や健康づくり講座を効果的に実施することにより、疾病の早期発見・早期治療に努
めるとともに、疾病予防に向けた保健指導を行い、発症予防に努めていく。

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

30,445 千円 32,787 千円

70 70

千円

【主な保健事業】 

・健康づくり講座 

・腰痛予防講習会 

・産業カウンセラー相談 

・非常勤メンタルヘルス研修（新規） 
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

入札監視委員会の開催 回

（目標値）

千円

地方債

その他 千円385 千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

559 千円

千円

8,969 千円

財
源
内
訳

一般財源

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

7,491 千円 8,584 千円

4 4

千円

入札事務集約率（種別毎平均） ％ 73.9 87.5 88.1

11,878 千円

398 千円

4

千円

12,437 千円

契約課での入札契約管理件数 件 597 680

対　象
（誰・何を対象に）

　公共調達（建設工事、測量・建設コンサルタント等業務、物品調達等及び委託役務）

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　事務事業の所属課から依頼を受けて、公共調達の入札等の契約事務を適正に実施するとともに、
　事務事業の所属課が締結する契約の適正化を進めるため、職員研修や指導等を行う。

　　　１　契約管理システム保守及び改修委託（４，３３１千円）
　　　　　入札執行や契約結果の公表等を円滑に行うため契約事務システムを導入している。
　　　　　その保守及び改修を委託し、入札・契約を適正かつ効率的に実施する。

　
　

　　　２　総合評価技術審査委託（６３３千円）
　　　　　総合評価とは、価格に加え施工実績等を総合的に評価する入札方式のことである。
　　　　　この評価を的確に行うため、高度な技術を必要とする建設工事の技術審査を委託する。

　　　３　電子入札等システム利用負担金（５，７１４千円）
　　　　　電子入札のシステムは、広島県及び県内関係市町の共同利用型で運用している。
　　　　　当該経費を負担し、建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務を電子入札で執行する。
　
　　　４　入札監視委員会の運営（２２９千円）
　　　　　入札等の公正性・透明性を向上させるため、監視組織として入札監視委員会を開催する。
　　　　(1) 外部委員：５名
　　　　(2) 開催：４回

　　　５　建設工事の入札不調対策
　　　　　入札に参加する業者がいない「入札不調」が生じているため、その対策に取り組む。
　　　　(1) 最新の労務単価や資材価格の反映など、予定価格と実勢価格の乖離解消に努める。
　　　　(2) 入札参加資格や入札条件を工夫し、入札に参加しやすい環境を整える。

740

　建設工事や物品などの公共調達の執行にあたり、入札等の契約事務を適正かつ効率的に実施し、
各事務事業の実現に資する。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 契約業務一般事務 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系総務部　契約課　工事契約係・物品役務係

事業費合計（A) 7,889 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 8 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　各事務事業の実現に資するとともに、組織内部の連携強化を図り、コンプライアンス意識と経営力の
向上を目標とする。

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

市全体件数 事務事業所属課実施分 契約課実施分

　建設工事 ３００件程度　 ― ３００件程度　 

　測量・建設コンサルタント等業務 ２００件程度　 ― ２００件程度　 

　物品調達等（買入・印刷・借入・修繕等） １３０件程度　 ４０件程度 　 ９０件程度　 

　委託役務 １８０件程度　 ３０件程度　 １５０件程度　 

公共調達の種別
入札実施件数（２８年度）
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 10 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　本市の厳しい財政状況等を踏まえ、国や県から必要な支援を受けることができるよう積極的に働きか
けることを目標とする。
　一方、成果指標の設定については、提案活動を行ったことそのものと、本市に対する国や県の支援
が行われていることとの直接的な関連性を明確化することができず、客観的な数値で示すことが極めて
困難であるため行わない。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 国・県提案活動事業 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系企画振興部　企画課　地方創生係

事業費合計（A) 1,888 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

主要事業提案活動日数 回 3 3

対　象
（誰・何を対象に）

　国会議員・県議会議員（県選出・地元選出）、国関係官庁（中央省庁、地方機関）、広島県

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　１　主要事業提案（１，９１２千円）
　　　　　国の概算要求に合わせ、本市の重点事業について市執行部と議会とが一体となり、継続して
　　　　国・県への提案活動を行い、必要な支援を求める。
　　　　(1)　国会議員への提案
　　　　　　　実施予定：平成28年7月下旬　提案先：地元選出国会議員
　　　　(2)　国（中央省庁）提案
　　　　　　　実施予定：平成28年7月下旬　提案先：各関係官庁
　　　　(3)　国（地方機関）提案
　　　　　　　実施予定：平成28年7月中旬　提案先：国の地方機関
　　　　(4)　県提案
　　　　　　　実施予定：平成28年7月上旬　提案先：県知事、副知事、県議会議長、各局長等

　　　２　広島県中央地域振興対策協議会(４８２千円)
　　　　　広島県中央地域振興対策協議会に引き続き参加し、広島県中央地域の市町相互の緊密な
　　　　連携を図ることにより、諸施策の推進を期し、県中央地域の振興発展と住民福祉の向上を推進
　　　　する。
　　　　(1)　運営委員会・総会の開催
　　　　　　　実施予定：平成28年8月上旬
　　　　(2)　国会議員への提案
　　　　　　　実施予定：平成28年8月下旬　　　　提案先：地元選出国会議員
　　　　(3)　県提案
　　　　　　　実施予定：平成28年10月下旬　　　提案先：県知事、県議会議長、各局長等

　　　３　広島県島嶼会(１２千円)
　　　　　広島県内の島嶼部市町長と島嶼部に居住する県議会議員が緊密な連絡を図り、民生、教育、
　　　　産業、交通等についての諸施策の改善、向上を期し、島嶼部の繁栄発展を促進する。
　　　　(1)　役員会の開催　　　　　　　 実施予定：平成28年5月
　　　　(2)　通常総会及び協議会　　  実施予定：平成28年8月
　　　　(3)　県提案　　　　　　　　　　　  実施予定：平成28年9月　　　　提案先：県知事、県議会議長等
　　　　(4)　国会議員への提案　　　   実施予定：平成28年11月　　　提案先：地元選出国会議員等

3

　市の主要事業の円滑な推進を図るため、国の各省庁が財務省に概算要求を行う時期に合わせ、国
会議員や関係省庁及び県に対し、提案活動を行う。

1,888 千円 3,052 千円

2 2

千円

2,406 千円 0

千円

2

千円

2,406 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

広島県中央地域振興対策協議会提案活動日
数

回

（目標値）

千円

地方債

その他 千円千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

千円

千円

3,052 千円

財
源
内
訳

一般財源
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

（目標値）

 

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算）

千円

成果指標
（目標達成状況等）

（目標値） （実績値）
―年度

（実績値）

事務事業名 広域行政推進事業

所　属

新規・継続 継続

一般会計

4総合計画施策体系企画振興部　企画課　地方創生係　

ソフト

平成 28 年度 事務事業シート 計画

３　コスト情報

国県支出金

千円

千円

1,684 千円

千円

財
源
内
訳

一般財源

千円

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 11

約37,000 約38,000

28年度（目標）

目　的
（何のために）

　広島広域都市圏協議会と広島臨空広域都市圏振興協議会において広域行政を推進する。

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

ひろしま空の日ふれあい秋まつり来場者数 人

対　象
（誰・何を対象に）

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

　広島広域都市圏協議会、広島臨空広域都市圏振興協議会いずれも、構成自治体間で様々な交流
と連携を推進し、圏域全体の発展に寄与することを目的として設立されていることから、その効果を図る
指標として、共同事業実施数を設定している。

約3９,000

　広島広域都市圏及び臨空広域都市圏の住民

　
　　 １ 広島広域都市圏協議会への参加（３１８千円）
　　　　広島広域都市圏の自治体間で、様々な交流と連携を推進し、もって圏域全体の発展に寄与す
　　　るという趣旨に賛同し参加しているもので、本会へ参加することにより、本市域においても圏域内
　　　外からの交流を活性化させることを目的にしている。
　　　　　構成市町：11市13町
　　　　　（広島市、呉市、竹原市、三原市、大竹市、東広島市、廿日市市、安芸高田市、江田島市、
　　　　　　岩国市、柳井市、安芸太田町、北広島町、府中町、海田町、熊野町、坂町、大崎上島町、
　　　　　　世羅町、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町）
　　　　(1)　職員交流・研修、地域間交流事業
　　　　(2)　圏内情報広報事業、広島広域都市圏ＰＲ事業
　　　　(3)　民泊の促進を図るための支援による圏域全体の活性化
　　　　(4)　まち起こし協議会での取り組み

　　　２　広島臨空広域都市圏振興協議会への参加（１,３５６千円）
　　　　　広島空港を取り巻く4市2町を圏域とする臨空広域都市圏の形成を促進し、この圏域が相互密
　　　 接に連携し、諸施策の推進等を図ることにより、活力と潤いのある圏域全体の振興発展に寄与す
　　　 るという趣旨に賛同し参加している。
　　　　　本市においては、本会に参加することで空港周辺地域を臨空活性化ゾーンとして位置付けて
      おり、圏域の都市と連携することで同地域の活性化をより推進していく。
　　　　　構成市町：4市2町　（竹原市、三原市、東広島市、尾道市、大崎上島町、世羅町）
　　　　(1)　観光振興事業
　　　　　ア　圏域内、圏域外住民交流バスツアー事業
　　　　　イ　圏域観光ＰＲ事業
　　　　　ウ　協議会ホームページ活用事業、空港ビル内のスペースでの観光ＰＲ
　　　　(2)　イベント事業
　　　　(3)　調査研究事業
　　　　(4)　提案活動

　　　３　３市１町の連携（１０千円）
　　　　　広島空港を中心とする3市1町（竹原市・三原市・東広島市・大崎上島町）が広域的に
　　 連携することで、住民の暮らしを支える医療や交通の連携を深めるとともに、観光・産
     行分野における活性化を図っていく。

1,684 千円

事
業
費

達成率 （目標値）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円千円地方債

その他

事業費合計（A)

1,711 1,710

1,710

千円

千円

千円

千円

（目標値）

共同事業実施数 事業 26 26 26

1,711

単位
26年度 27年度 28年度 29年度

【成果指標名】

29年度（予算）
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 12 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　第四次東広島市総合計画に示される推計人口（平成27年に193,000人、平成32年に195,000人）を成
果指標とするが、この数値は国勢調査の数値を用いるために、国勢調査が実施されない平成28年度
の目標値は設定しない。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 総合計画推進事業 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系企画振興部　企画課　企画調整係

事業費合計（A) 5,288 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

総合計画審議会開催回数 回 － 4

対　象
（誰・何を対象に）

　市が実施する全事務事業(H28当初予算：423事業)

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　１　第四次東広島市総合計画基本計画の改訂（５９４千円）
　　　　　平成29年度から32年度を計画期間とする総合計画基本計画の改訂にあたり、重要な事項に
　　　　ついて審議を行う総合計画審議会を開催する。

　　　２　政策調整の実施
　　　　　本市の施策及び主要な事務事業について、中長期的な財政見通し、事業の必要性・優先度・
　　　　効果の検討を行ったうえで、市が主体的かつ重点的に取り組むべき施策及び事業の方向性を
　　　　定める。

　　　３　総合計画の進行管理
　　　　　主要な事務事業については、定期的に進捗状況を確認（執行管理）するとともに、庁内で情
　　　　報を共有する。

　　　４　東広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略の効果検証（２９７千円）
　　　　　地方創生審議会を開催することにより、平成31年度までを計画期間とする「東広島市まち・ひ
　　　　と・しごと創生総合戦略」の各施策の進捗状況を把握するとともに、実施した施策・事業の効果を
　　　　検証し、必要に応じて「東広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の見直しを実施する。

　　　５　公共事業評価監視委員会の開催（９７千円）
　　　　　公共事業の効率性及び実施過程の透明性の向上を図るため、市長が提出した事業を対象
　　　　に、社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じて事業の見直し（評価）を実施する。

4

　第四次東広島市総合計画基本計画に掲げる施策を計画的かつ効率的に実施していくことにより、第
四次東広島市総合計画に示す将来都市像の着実な実現やまちづくり目標の進捗管理を行う。

5,283 千円 7,454 千円

千円

人口（国勢調査ベース） 人
190,135
(22年時)

193,000 ―

978 千円

5 千円

千円

988 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

（目標値）

千円

地方債

その他 千円10 千円

成果指標
（目標達成状況等）

32年度
（実績値）

195,000

10 千円

千円

7,464 千円

財
源
内
訳

一般財源
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

（目標値）

千円

地方債

その他 千円千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

千円

千円

10,043 千円

財
源
内
訳

一般財源

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

901 千円 10,043 千円

千円

18,390 千円

千円

千円

24,664 千円

対　象
（誰・何を対象に）

　市役所全所属

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　１　中央生涯学習センター跡地活用事業関連（１０，０１８千円）
　　　　　東広島芸術文化ホール「くらら」完成後の中央生涯学習センター跡地の活用に向けて、関係
　　　　機関との調整を行うとともに、基本計画の策定及び民間活力活用の可能性についても調査・検
　　　　討する。

【新】２　大学連携型CCRC（生涯活躍のまち）構想関連（５，１５１千円）
　　　　　 本市における大学連携型CCRC構想について、関係機関との調整を行いながら検討する。

　　　３　西条駅周辺地区都市再生整備計画（７，７７４千円）
　　　　　西条駅周辺地区におけるまちづくりの推進を目的として、関係機関との調整を行い、本地区
　　　　における都市再生整備計画（５か年）を新たに策定するもの。国土交通省が所管する社会資本
　　　　整備総合交付金の交付対象事業について検討する。また、現計画の評価も実施する。

　国制度や社会経済情勢の動向について、調査・企画の実施及び各種行政機関等との情報交換によ
り、市全体の課題に対する総合的な調整を行う。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 企画調整事業 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系企画振興部　企画課　地方創生係

事業費合計（A) 901 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

6,274

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 13 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　政策運営にあたっては、その都度必要な対応が異なるため、年度で比較可能な数値指標を設定す
ることは困難である。

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

中央生涯学習センター外観 
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

（目標値）

千円

地方債

その他 千円11,991 千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

11,990 千円

千円

248,917 千円

財
源
内
訳

一般財源

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

230,127 千円 236,926 千円

千円

257,157 千円

11,476 千円

千円

269,147 千円

対　象
（誰・何を対象に）

市役所利用者及び職員

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　１　本庁舎の管理及び取締り、支所・出張所施設の維持管理（２５８,５１３千円）
　　　　　本庁・支所・出張所を維持するための宿日直・警備業務や各種保守点検の業務委託など、建
　　　　築物等の附帯設備の保全に関する業務を適正に実施し、庁舎を管理する。

　　　２　庁舎の修繕（１０,６３４千円）
　　　　　施設及び設備の老朽化及び故障に対応し、修繕を行う。

庁舎（本庁・５支所・３出張所）とその構内における秩序の維持及び施設の保全管理に万全を期するこ
とにより、公務の正常な運営を確保する。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 庁舎管理事務 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系財務部　管財課　施設管理係

事業費合計（A) 241,603 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 14 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

庁舎の維持管理を常に適切に行うことが目的であるため、成果に数値目標を設定することが困難であ
る。

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）



( )

-
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円19,146 千円 30,903 千円 23,451 千円

千円 23 千円 23 千円23 千円

千円 千円

財務部　管財課　財産管理係

公有財産管理事務 ソフト

4

市有財産を適正に管理し、売却可能な財産については処分を行う。

市有財産（普通財産）

千円 千円

千円 30,926 千円19,169 23,474 千円 千円

千円 千円

地方債

その他

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

財
源
内
訳

一般財源

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度

千円

58,950公有財産売払収入 千円

（目標値）

土地売払件数 件 36 23

　
　　　1　不動産鑑定（３,１４４千円）
　　　　　不動産鑑定評価を依頼することで、適正な売買価格を算定する。

　　　２　普通財産の測量等（１，８１３千円）
　　　　　普通財産の処分に当たり、土地の境界復元、分筆測量等を実施することで、適正な財産処分
　　　 を行う。
　
　　　３　普通財産の売払いの広報活動（２０５千円）
　　　　　売払い可能な土地について、ホームページ、広報紙等を通じて、売払いの促進を行う。

　　　４　公有財産の管理（１８，３１２千円）
　　　　　普通財産の管理地について草刈、雑木伐採により維持管理を行う。
　　　　　建物総合損害共済への加入、共済金請求手続きを行う。

29年度

211,854 56,950

【活動・結果指標名】

３　コスト情報

事務事業名

国県支出金

総合計画施策体系

事業費合計（A)

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

28年度（目標）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

普通財産の中には、傾斜地などのように活用困難な土地も含まれており、成果指標の設定は難しい。

対　象
（誰・何を対象に）

単位 26年度（実績）

23

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

504 15

所　属

事
業
費

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

27年度（目標）



( )

-
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 16 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

公用車を集中管理するとともに、普通自動車を軽自動車に転換することにより、公用車台数、リース料
及び燃料費を節減する。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 公用車管理事務 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系財務部　管財課　施設管理係

事業費合計（A) 66,319 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

公用車の台数（１人乗り電気自動車を除く） 台 218 216

対　象
（誰・何を対象に）

職員

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　１　庁用自動車の維持管理、公用車管理システムの運用（６３，２７７千円）
　　　　　全庁的に使用する公用車を一括して集中的に管理する。
　　　　(1) 本庁で使用する公用車を共用車として集約し、台数の削減を図る。
　　　　　　（予定：５台）
　　　　(2) 業務に支障のない範囲で普通自動車を軽自動車に転換する。
　　　　　　（予定：２台）
　
　　　２　庁用自動車の安全運転の総括及び指導（４６８千円）
　　　　(1) 職員を対象とした安全運転講習を実施する。
　　　　(2) 事故件数・内容を全庁的に通知し、公用車運転時の注意喚起を行う。

　　　３　庁用自動車に係る事故処理の総括（６，０４９千円）
　　　　　自動車損害保険の請求手続きを行う。

211

公用車を集中管理することにより効率を高め、事務の軽減を図る。また、事務に支障がない範囲で普
通自動車を軽自動車へ転換することにより、リース料及び燃料費を節減する。

65,972 千円 77,407 千円

千円

自動車賃料の削減(金額の推移） 円 38,534 39,241 40,047

69,466 千円

347 千円

千円

69,794 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

（目標値）

千円

地方債

その他 千円314 千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

328 千円

千円

77,721 千円

財
源
内
訳

一般財源



( )

-
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 20 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

収納実績、景気動向などから目標収納率を設定。

％ 19.2 19.3 19.3

３　コスト情報

ソフト事務事業名 市税収納事務 一般会計

国県支出金 千円 5,353 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系財務部　収納課　庶務係・調査係・収納第1係・収納第2係

事業費合計（A) 47,770 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

滞納整理強化活動 回 30 30

対　象
（誰・何を対象に）

納税者等

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

      １　市税徴収に係る督促・催告等の滞納整理（11,762千円）
　　　　　納期限を経過した未納者に対して督促状を発送する。
　　　　　督促状送付後も納付のない者に対して催告書を送付する。
           また、毎月定期的に夜間・休日納税相談を実施する。
　　　　　 「特別滞納整理期間」を設定し、夜間電話催告・訪問による納税指導を実施する。
　　　　　滞納者の収入・財産等の調査を行い、個別の生活状況等を調査・確認したうえで法令等に基
　　　　づき適正かつ効率的な差押等の滞納処分を実施する。
　
　　　２　納税案内センター管理運営（7,267千円）
　　　　　納税案内センターを継続設置し、現年分の未納者に対して、滞納となった初期段階において
　　　　　電話による速やかな納税案内などを実施する。
　
　　　３　口座振替の推進（919千円）
　　　　　当初納税通知書に口座振替推進チラシ及び口座振替依頼書を同封するなど、口座振替を推
　　　　進する。

　　　４　市税の収納管理（23,093千円）
　　　　　会計課から引き継いだ収納データの消込や過誤納金の還付・充当を迅速に実施する。

　　　５　税系新システム（収滞納）の管理運営（8,138千円）
　　　　　税系システムにより、適切な収納管理及び滞納整理を行う。

30

滞納整理・納税案内センターの活用・口座振替の推進により、市税の収納率向上を目指す。

47,325 千円 52,843 千円

5 5

千円

現年収納率 ％ 99.0 99.1 99.1

50,715 千円

445 千円

5

千円

51,580 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

口座振替推進活動 回

（目標値）

千円

地方債

その他 千円873 千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

滞納繰越収納率

865 千円

千円

59,069 千円

財
源
内
訳

一般財源



( )

-
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

6,021

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 21 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

収納実績、景気動向などから目標収納率を設定。

％ 12.9 13.0 13.0

３　コスト情報

ソフト事務事業名 保険税収納事務 国民健康保険特別会計

国県支出金 8,781 千円 6,427 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系財務部　収納課　庶務係・調査係・収納第1係・収納第2係

事業費合計（A) 18,197 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

滞納整理強化活動 回 30 30

対　象
（誰・何を対象に）

納税者等（一般被保険者・退職被保険者）

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

      １　保険税徴収に係る督促・催告等の滞納整理（5,929千円）
　　　　　納期限を経過した未納者に対して督促状を発送する。
　　　　　督促状送付後も納付のない者に対して催告書を送付する。
           また、毎月定期的に夜間・休日納税相談を実施する。
　　　　　 「特別滞納整理期間」を設定し、国保年金課と連携して夜間電話催告または訪問による納税
　　　　指導を実施する。
　　　　　滞納者の収入・財産等の調査を行い、個別の生活状況等を調査・確認したうえで法令等に基
　　　　づき適正かつ効率的な差押等の滞納処分を実施する。
　
　　　２　納税案内センター管理運営（4,088千円）
　　　　　納税案内センターを継続設置し、現年分の未納者に対して、滞納となった初期段階において
　　　　　電話による速やかな納税案内などを実施する。

　　　３　口座振替の推進（746千円）
　　　　　当初納税通知書に口座振替推進チラシ及び口座振替依頼書を同封するなど、口座振替を推
　　　　進する。
　
　　　４　保険税の収納管理（8,517千円）
　　　　　会計課から引き継いだ収納データの消込や過誤納金の還付・充当を迅速に実施する。

　　　５　税系新システム（収滞納）の管理運営（2,035千円）
　　　　　税系システムにより、適切な収納・滞納整理を実施する。

30

滞納整理・納税案内センターの活用・口座振替の推進により保険税の収納率向上を目指す。

9,388 千円 16,580 千円

5 5

千円

現年収納率 ％ 92.2 92.3 92.3

15,262 千円

28 千円

5

千円

21,315 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

口座振替推進活動 回

（目標値）

千円

地方債

その他 千円52 千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

滞納繰越収納率

32 千円

千円

23,059 千円

財
源
内
訳

一般財源
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

（目標値）

千円

地方債

その他 千円千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

4

千円

千円

79,233 千円

財
源
内
訳

一般財源

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

76,799 千円 79,233 千円

千円

民間委託実施件数
セン
ター

2 2 3

80,271 千円

千円

千円

80,271 千円

選定委員会開催回数 回 3 3

対　象
（誰・何を対象に）

各学校給食センター（７センター）

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　学校給食センター学校給食調理等業務の民間事業者への委託実施

　　　１　事業概要
　　　　　平成２２年１０月策定の「学校給食調理業務等民間委託基本方針」に基づき、条件が整い
　　　　次第、順次学校給食センターの調理等業務を民間事業者に委託する。
　
        ２　スケジュール
　

     　３　平成２８年度事業概要
　　　　　学校給食調理等業務の民間委託実施（８０，２７１千円）
　【新】（１）東広島学校給食センター学校給食調理等業務委託事業者選定（１４１千円）
　　　　　　　平成29年8月1日～平成32年7月31日　履行分業務委託契約事業者の選定
　　　　（２）西条学校給食センター学校給食調理等業務（５１，６１８千円）
　　　　　　　4月～7月（委託期間：平成26年8月1日～平成28年7月31日　履行分業務委託契約）
　　　　　　　8月～3月（委託期間：平成28年8月1日～平成33年7月31日　履行分業務委託契約）
　　　　（３）安芸津学校給食センター学校給食調理等業務（２８，５１２千円）
　　　　　　　4月～3月（委託期間：平成27年8月1日～平成30年7月31日　履行分業務委託契約）

3

児童、生徒の心身の発達に資し、衛生的で安心できる学校給食の確立発展に寄与すること。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 学校給食調理業務民間委託事業 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系教育委員会事務局　学校教育部　学事課　保健給食係

事業費合計（A) 76,799 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 22 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　「学校給食調理業務等民間委託方針」に基づき、条件が整い次第、順次全学校給食センターの調理
等業務を民間事業者へ委託することとしているため、委託実施件数を成果指標とする。

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）



( )
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

（目標値）

千円

地方債

その他 千円千円

成果指標
（目標達成状況等）

―年度
（実績値）

千円

千円

32,254 千円

財
源
内
訳

一般財源

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

368,623 千円 16,154 千円

千円

22,200

73,252 千円

千円

千円

1,355,352 千円

対　象
（誰・何を対象に）

関係学校給食センター（４センター）

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

　　　既存４学校給食センター（八本松センター、福富センター、豊栄センター、河内センター）の統合
　による（仮称）北部学校給食センターの新設

　　　１　事業概要
　　　　　老朽化が進み、衛生管理面で国の整備基準を満たしていない既存の学校給食センターを
　　　　新センターとして統合新設し、平成２９年８月からの提供開始を目指す。

　　　２　事業スケジュール

　　　　　　平成２８年度　事業概要
　　　　　　・給食センター本体建築工事請負（監理業務含む）（１，３３８，９８０千円）
　　　　　　・外構（舗装）工事請負（１０，６０７千円）
　　　　　　・水道負担金等（５，４８０千円）

　　　３　規模等
　　　　　敷地面積：約１１，５００㎡
　　　　　施設規模：約２，７００㎡（本体面積のみ）
　　　　　食数規模：約５，０００食/日

　　　４　総事業費
　　　　　約２１億円（うち平成２８年度分　１，３５５，３５２千円）
　　　　　※建設予定地内における整備費用のみの積算

児童生徒の増加・減少及び学校統廃合等に対応するとともに、財政効果を向上させつつ、安全安心で
おいしい学校給食の提供を行うことが可能なドライシステム化された学校給食センターを整備する。

３　コスト情報

ハード事務事業名 学校給食センター化事業 一般会計

16,100

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円 1,282,100

総合計画施策体系教育委員会事務局　学校教育部　学事課　保健給食係

事業費合計（A) 390,823 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 23 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　  老朽化が進んでいる既存の学校給食センターを新センターとして統合新設する事業であるため、
  成果指標は設定できない。

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

項  目 H25 H26 H27 H28 H29 

基本設計・実施設計 

 

    

８月 

提供開始 

建築工事   
 

  

外構等工事   

 

  

開設・稼働準備    
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属

事
業
費

千円

26年度（決算） 27年度（予算） 28年度（予算） 29年度（予算）

目　的
（何のために）

28年度（目標）

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 34 新規・継続 継続

平成 28 年度 事務事業シート 計画

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

公共施設の適正配置に係る実施計画を策定中であり、２８年度までの短期的な目標の設定は困難で
ある。

３　コスト情報

ソフト事務事業名 管財一般事務 一般会計

国県支出金 千円 千円

千円 千円千円

総合計画施策体系財務部　管財課　施設管理係

事業費合計（A) 11,695 千円

事業の概要
及び

H28活動計画

活動・結果
指　標

対　象
（誰・何を対象に）

市が所有する施設

【活動・結果指標名】 単位 26年度（実績） 27年度（目標）

4

公共施設の適正配置と運営改善に取り組むとともに、効率的な施設の保有及び維持管理を推進する。

      １　公共施設の適正配置に係る実施計画の策定
　　　　　公共施設の適正配置に係る基本計画に基づき、個々の施設の配置方針を具体的に示す「公
　　　　共施設の適正配置に係る実施計画」を策定する。

【新】２　公共施設等総合管理計画の策定
　　　　　インフラを含む公共施設全体について、総合的かつ計画的な管理を図るために、「公共施設
　　　　等総合管理計画」を策定する。

　 　 ３　簡易劣化診断業務の実施（８,１２０千円）
　　　　　公共施設について、施設の老朽化等の状態を把握するために、簡易的な劣化診断を実施す
　　　　る。（予定：３０棟）

　　　４　固定資産台帳の整備(２,８３０千円)
　　　　　「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（今後の新地方公会計の推進に関する実務研
　　　　究会）に基づき、新地方公会計制度に対応する財務書類の作成に必要な項目の追加とデータ
　　　　の修正により、新基準による固定資産台帳を整備する。

11,695 千円 19,766 千円

千円

公共施設（建築物）の総床面積 ㎡ 58.2万

11,792 千円

千円

千円

11,792 千円

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

 

【成果指標名】 単位
26年度 27年度 28年度 29年度

（目標値）

千円

地方債

その他 千円千円

成果指標
（目標達成状況等）

H42年度
（実績値）

45.7万

千円

千円

19,766 千円

財
源
内
訳

一般財源


